










































 本書は 2021年 7月に株式会社コスモフラワー（神戸市灘区）より刊行された。その全
文を WEB公開するにあたり、一部に残っていた書式上の乱れを修正している。 
























第５章 避難政策の変容についての一考察 71 
第６章 政策実施における倫理 
― クライアント支配と被支配をめぐって ― 
97 








































































しかし 90 年代以後は、「官僚（制）」そのものを嫌う市場経済主義の「New 
Public Management」論が台頭し、ストリートレベル官僚制の問題提起とはむ


















































































































































































































































Barrett S. and C. Fudge 1981, Policy and Action, Methuen. 
Lipsky, M. 1980, Street-Level Bureaucracy, Sage.（田尾雅夫、北大路信
郷訳『行政サービスのディレンマ』木鐸社、1986年）。 
Maynard-Moody, S. and M. Musheno 2003, Cops, Teachers, Counselors, 
University of Michigan Press. 










































































除く。）（放射性物質汚染対処特措法第 13 条第 1 項） 
・環境省令の定めにより、事業活動に伴う廃棄物は含まれな
い。 
処理責任 国が処理する（放射性物質汚染対処特措法第 15 条:収集、
運搬、保管、処分）。 
出典：環境省、放射性物質汚染廃棄物処理情報サイト「対策地域内廃棄物について」及




































































































表 2に示す 10箇所である。 
 








南相馬市仮設焼却施設 400 2015年 4月 ● 
浪江町仮設焼却施設 300 2015年 6月   
葛尾村仮設焼却施設 200 2015年 4月   
双葉町仮設焼却施設 350 2020年 3月   
大熊町仮設焼却施設 200 2017年 12月   
富岡町仮設焼却施設 500 2015年 4月 ● 
楢葉町仮設焼却施設 200 2016年 11月 ● 
（飯舘村）蕨平地区仮設焼却施設 240 2016年 1月   
（飯舘村）小宮地区仮設焼却施設 5 2014年 9月 ● 


































105 1988 飯舘村7 飯舘村（南相馬市に焼
却の処理委託） 
双 葉 地 方

























6 南相馬市一般廃棄物処理基本計画、平成 28年 3 月。 










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































飯舘村地域循環型社会形成推進地域計画（第 2回変更）平成 29年 2月(2017
年、環境省 循環型社会形成推進交付金サイト)。 
環境省「対策地域内廃棄物について」（放射性物質汚染廃棄物処理情報サイト） 






























































































































診、新生児健診、4か月児健診、乳児後期健診、1歳 6 か月児健診、1 歳 6か















































































































































































表 2 保健師が持つ母子保健にかかわる視点と判断・解釈（例）  










































































































































































































  学校教育における政策実施について 





























































































































































































































 私企業 自治体 学校 




組織活動 経済活動 給付活動 教育活動 
組織成果 測定可能 測定可能 測定困難 
組織の自律性 強 中 弱 
成長の自律性 弱 中 強 
イデオロギー
の対立 






























































































































































第 2土曜日を休業日とする学校週 5日制が開始された。その後、第 2・第 4土
曜日が休業日となり、2003（平成 15）年までに全ての校種で学校週 5 日制が





 現在（2020（令和 2）年）の X 市立高校の勤務時間は、1 日 7 時間 45 分、















































































として」『日本オーラル・ヒストリー研究』第 6 号，pp.67-77。 

















































したのち、第 3 節で令和元年度、令和 2年度の制度運用状況を総括し、第 4節











一般市である。2020 年 7 月末日現在の人口が 53,399 人で、多くの自治体と同
 
2 たとえば、我孫子市（齋藤 2011）、高浜市、宗像市、藤沢市（藏田 2011）、佐賀県
（川島ほか 2009）など。 
3 担当課長（戸崎氏）2020年 8月 19日 16:30～阪南市役所、担当職員（川口氏、岩


























実を図ることを目的に、令和 3 年度までの 3 カ年で実施する。提案募集から





5 「令和元年度はなてぃアクション ～阪南市行政サービス協働化制度～ 募集要
領」参照。 
56 
図 1 阪南市行政サービス協働化制度 提案募集から事業実施までの流れ 
 

















































































表 1 令和元年度 阪南市事務事業リスト（例） 
 










































































































































































































































































































































































































































































































































































































































令和元年度は 7 月 1日（月）～8 月 30 日（金）の 2 カ月間提案を募集した
結果、9つの団体から 15 事業について 13件の応募があった。書類審査で市の
方針や施策との整合性がとれない 1 事業を不採用としたのち、14 事業 12 提




採用された提案は表 3 のとおりである。 






表 3 阪南市行政サービス協働化制度 採用された提案（令和元年度） 

































































的効率的に検討するための審査会の進め方の 3 つに分類することができる。 




























3-3 令和 2 年度 
令和 2 年度は 6 月 1 日（月）～8 月 7 日（金）の期間に提案を募集した結
果、5件の提案があり、9月中に阪南市行政サービス協働化制度審査会が審査
を行った結果、2 件の提案が継続協議と判断された。継続協議となった 2 件の
提案事業については、阪南市行政サービス協働化制度審査会より指摘のあっ
た事項に関する協議内容の報告を受けて審査会が再審査を行った結果、1 件が
採用となった。採用された提案は表 4 のとおりである。 
新たに採用された 1 件の提案と、令和元年度に採用された 4 件を合わせた




表 4 阪南市行政サービス協働化制度 採用された提案（令和 2年度） 



































































































行政サービス協働化制度は、令和元年度、令和 2 年度と 2 年間運用されて
きた。その効果としては、事業採択による効果と、運用プロセスにおける効果










































































表 5 令和元年度、2年度に提案があった事業の担当課 





































































小さな接点づくり」『姫路法学』第 57 号、pp.145-171。 






































































4 筆者が市町村の防災業務に従事したのは、1997 年 4 月から 2006年 3 月までと、2015
年 4月から 2019年 3月までであった。 
























表１ 令和元年台風第 19号の際の避難先 
市町村が指定した避難場所・避難所 112人（44.3％） 
地域で決めた場所 23人（ 9.1％） 
親戚・友人宅 79人（31.2％） 
民間施設 15人（ 5.9％） 
















近くて安全な場所に親戚や友人宅がないため 8人（ 7.1％） 
親戚や友人に迷惑をかけたくないため 4人（ 3.6％） 
避難を支援してくれる人が来たため 3人（ 2.7％） 







































































































































12 1971年 9月 21日付け消防災第 41号、消防庁長官発各都道府県知事宛通知。 






























14 避難のための立退きの指示等については、災害対策基本法のほかに水防法第 29 条、































16 なお、同法第 49条の 8では、「指定緊急避難場所と指定避難所とは、相互に兼ねるこ
とができる」と規定されている。 
17 2013 年 6 月 21 日付け府政防第 558 号・消防災第 245 号・社援発第 0621 第 1 号、内
閣府政策統括官（防災担当）・消防庁次長・厚生労働省社会・援護局長発各都道府県知
事宛「災害対策基本法等の一部を改正する法律について」及び同日付け府政防第 559号・













































































21 2020 年 8 月 3 日の日本経済新聞は、全国の指定避難所を兼ねた指定緊急避難場所約
48,200 施設のうち、近隣の河川氾濫で浸水の恐れがある避難所は全体の 19％にあたる














 2018年 7月の西日本豪雨22は、死者 237名、行方不明者 8名、負傷者 433名
という人的被害をもたらした。特に、岡山県倉敷市真備地区では、国管理河川
の小田川の堤防 2 か所、県管理河川の末政川、高馬川、真谷川の堤防 6 か所
が決壊し、真備地区全体面積の約 3割にあたる 1,200haが浸水、深さは約５
ｍに及んだ。多数の家屋等が浸水し、死者は 52 人（災害関連死を除く）、全























































































した人の避難開始時刻は 6日 23時 00分以降が 61.9％であり（表 8）、市内全
域への避難準備・高齢者等避難開始発令24、避難所開設が 6 日の 11 時 30 分、






 聞いた 聞いていない 
避難準備・高齢者等避難開始 1,133人（81.6％） 255人（18.4％） 
避難勧告 1,186人（86.3％） 188人（13.7％） 












19時台  4人（ 0.7％） 
 
24 この避難準備・高齢者等避難開始は、土砂災害を警戒したものであった。 
25 アメダスでは、5 日 19 時頃と 6 日 21 時頃に倉敷で時間雨量 20 ミリを超える強い雨




20時台  9人（ 1.6％） 





0時台 45人（ 8.2％） 
1時台 33人（ 6.0％） 


















職場 7人（ 1.4％） 
避難所・公共施設 272人（54.7％） 
近くの安全そうな建物・広場 80人（16.1％） 













































職場 4人（ 0.7％） 































職場 1人（ 0.3％） 














































26 中央防災会議防災対策実行会議・平成 30 年 7月豪雨による水害・土砂災害からの避
難に関するワーキンググループ「平成 30 年 7 月豪雨を踏まえた水害・土砂災害からの
避難のあり方について」（2018年 12月） 
27 中央防災会議防災対策実行会議・令和元年台風第 19 号等による災害からの避難に関
するワーキンググループ「令和元年台風第 19 号等を踏まえた水害・土砂災害からの避
難のあり方について」（2020年 3月） 












































































































































倉敷市 2019、『平成 30年 7月豪雨災害対応検証報告書』。 
倉敷市 2020、『平成 30年 7月豪雨災害から復興への記録：被災からの歩み』。 
野田卯一 1963、『災害対策基本法』社団法人全国防災協会。 













ワーキンググループ」内閣府ホームページ（2020 年 12 月 29 日閲覧、
http://www.bousai.go.jp/fusuigai/typhoonworking/index.html）。 
２．倉敷市（2019）「住民意向調査 防災まちづくりに向けた避難行動等に関
する調査結果について」倉敷市ホームページ（2020 年 12 月 29 日閲覧、
https://www.city.kurashiki.okayama.jp/33872.htm）。 





４．内閣府（2020）「令和 2年版 防災白書」内閣府ホームページ（2021年 2
月 7日閲覧、http://www.bousai.go.jp/kaigirep/hakusho/r2.html）。 
５．奈良市（2020）「奈良市災害時における宿泊施設への避難利用支援制度に
































































































































































表 1 事例 1の経緯 
















3月 8日 ・W1は 1月 20日にも、別の保護申請において誓約
書を提出させていたことが判明。 
3月 13日、14日 ・ケースワーカー全員にヒアリング調査をした。 





11月 9日、12月 13日、平成 24年 2月 27日で、他































































































表 2 事例 2の経緯 
時 期 概  要 
2018(平成 30)年１月 ・保護受給者 C2の生活保護を開始し、担当ケー
スワーカーが職員 W2となる。 
7月 ・査察指導員（保護援助係長）人事異動。 
11 月 ・保護受給者 C2 から職員 W2 に対し長時間の電
話が始まる。 
12 月 ・勤務時間外にも保護受給者 C2からの長時間の
電話が始まる。職員 W2が係長に警察への相談を
提案する。 
2019(平成 31)年 1月 ・職員 W2が「自己申告書」を人事課へ提出。 
2月 ・定期家庭訪問を職員 W2単独で実施。 





5 月下旬 ・職員 W2と係長で定期家庭訪問を実施。 












































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































宇治市議会会議録 2012（平成 24 年）、3月 12 日予算特別委員会（第 4 回）
－04号、3月 16日－07号、3月 21日－08号。 
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